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医療機関、薬局及び保検者における診療報酬明細書等の個人情報

の適切な取扱いについて

関係者におかれては、個人情報の保護に関する法律(平成 15年法律第 57号。以

下「偶人情報保護法j という。)等に基づき個人情報の適切な取扱いに取り組まれて

いるところと承知しておりますが、最近も、一部の保険者、医療機関及び薬局(以下

f{呆険者等」とし、う。)において、情報の第三者提供について、大学病院等における

学術研究巨的での利用について通知・公表している場合や本来の利用目的に沿って個

人データの取扱いを外部委託する場合以外の場合において、診療報酬請求明細書等に

記載された個人情報に当たり得る情報を、あらかじめ本人の同意を得ないで営利呂的

等のために第三者へ売却又は譲渡している事例がある、との情報が複数帯せられてお

ります。

こうした行為については、愚者、被保険者等(以下「忠者等」としづ。)の個人情

報保護を徹底する観点から、厳に慎重な方法で行われる必要があり、「医療機関、薬

局及び保険者における診療報酬明細書等の個人情報の適切な取扱いについてJ(半成

23年 8月3日付け厚生労働省医政局総務課・医薬食品局総務課・保険局総務課事務

連絡)を発出しているところですが、再度、以下の事項についてご確認し、ただくとと

もに、関係機関・関係団体等に対する周知・指導等をお願いします。



なお、貴管内の保健所設置市、特別区に対しても、併せて周知願います。

記

1. f個人情報Jの定義の局知徹底

上記のような事例において、診療報酬明細書情報の分析等を業とする事業者から、

f)患者等の氏名や生年月日を削除していれば、診療報酬明細書情報であっても個人

情報に該当しないため、第三者へ販売又は譲渡しても問題はない。Jといった趣旨

の説明が保険者等になされる場合がある。

しかしながら、個人情報の定義として、個人情報保護法第2条第1項において、

f生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等により特定の伺人を識別することができるもの(他の情報と容易に照合す

ることができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含

立。)をいう。」とされており、氏戸名や生年月日等の直接的に特定個人を識別するこ

とができる情報を削除したとしても、受診した医療機関名などの他の情報と照合す

ることにより、特定の患者等を識別することができる場合には、その情報は個人情

報に該当する場合がある。

こうした観点から何人情報に該当するか否かについては、情報を保有する保険者

等において個別に判断することとなるが、個別の判断に迷う場合には、個人情報保

護法上第三者提供の制限の適用が除外されている場合(大学病院等における学術研

究目的での利用について通知・公表している場合や本来の利用目的の達成のため必

要な範囲において個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合(注)など)

を除き、個人情報に該当するものとして、取り扱うことが望ましいこと。

また、診療報酬明細書等の情報については、その情報により、作成・記録した医

師個人を識別することができる場合は、患者等のみならず医師の伺人情報にも該当

すること。

(注)f健保組合等における他人情報の適切な取扱いのためのガイドラインJ(平成 1

6年 12月 27日通達)皿の 5. においては、第三者提供に該当せず、健保組合

等が本人の同意を得ずに情報の提供を行うことができる場合の例として、レセプ

ト点検、医療費分析、保健指導等の業務を委託する場合などを挙げている。

2.個人情報の第三者へ提供を行う場合の取扱いの周知徹底

個人情報を第三者へ提供する場合については、個人情報保護法第 23条において、

以下の場合等を除き、原則としてあらかじめ本人の同意を得るべきこととしている



こと。

① 法令に基づく場合

② 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難な場合

③ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合で

あって、本人の同意を得ることが困難であるとき

④ 国の機関若しくは地fj公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務

を遂行するととに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得るこ

とにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

3. 国における診療報酬明級書情報等の提供に関する取扱いについて

現在、国が保有する診療報酬明細書及び特定健診等の情報に関する第三者提供に

ついての取扱いが「レセプト情報・特定健診等情報の提供に隠するガイドライン(平

成 23年 3月 31日厚生労働省「保険局長決定)J において定められており、保険者-

等においては、本ガイドラインに定められた以下の事項を、診療報酬明細書等の情

報を第三者会へ提供する際の参考としていただきたいこと。

① 他の情報と照合するととにより特定他人が識別されることを避ける等の観点

から、提供する情報を利用する目的の範囲、公表する方法、具体的な利用方法等

をあらかじめ当事者間で明確にしておくこと。また原則として提供先において、

他の情報との照合を行うことを禁止すること。

② 特定個人が識別される可能性をできる限り低くする観点から、原則、医療機関

や薬局コードは提供しないとととしていること。

③ 提供する相手先について、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ンj等の各ガイドラインに従ったセキュリティ水準の呉儀を求めること。

④ 情報漏えい等の事故が起こった場合の責任関係をあらかじめ当事者間で明雄

にしておくこと。

4. 個人情報の取扱いについてのガイドライン等の周知徹底

上記に関連し、過去、厚生労働省において公表した、以下の個人情報の取扱いに

ついてのガイドライン等を関係機関・関係団体等の間で改めてj奇知徹底すること。

(厚生労働省ホームページ :httD・Ilwww.mhlw.fw.iDltoDIcslbukvoku/seIsaku/koiinll

0 医療機関、介護関係事業者向け

医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライ

ン(平成 16年 12月 24日通知、平成 18年4月 21日改正、平成22年 9



月 17日改正)

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラ

イン」に関するQ&A(事例集)

「医療情報システムの安全管理に隠するガイドラインJ(平成 17年 3月 31 

日通達)

0 健康保険組合向け

健康保険組合等における偶人情報の適切な取扱いのためのガイドライン(平

成 16年 12月 27日通達)

「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」

を補完する事例集 (Q&A) (平成 17年4月 12日)

0 国民健康保険組合・国民健康保険団体連合会等向け

国民健康保険組合における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン(平

成 17年4月 20日)

国民健康保険団体連合会等における個人情報の適切な取扱いのためのガイド

ライン(平成 21年 6月 24日)

。隠が保有するレセプト情報等の提供について

レセプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイドライン(平成 23年 3月

31 !3) 

(厚生労働省ホームページ wwW.mhlw.e'o.iu/stf/shinei/2r98520000016v8d.htm1)


